
オープンカウンタ方式による調達公告

品名等（件名） 単位 予定数量 

電気通信監理用物品（備品及び消耗品）の購入 式 １ 

見積注意事項 

(1)別に配付する見積注意書及び仕様書を熟読のうえ見積りすること。

(2)見積書提出期限

(3)納入期限

(4)納入場所

令和７年８月２２日（金）１２：００ 

令和７年１２月５日（金） 

東海総合通信局 電波監理部監視調査課 

(5)照会先

[契約関係]

財務課 資材係（電話：０５２－９７１－９１４４）

[仕様書関係]

監視調査課 設備担当 （電話：０５２－９７１－９６４１）

令和７年８月１日   

支出負担行為担当官

東海総合通信局長 磯 寿生 



 

オープンカウンタ方式見積書提出にあたっての注意書 

 

東海総合通信局総務部財務課 

 

オープンカウンタ方式による見積は、東海総合通信局総務部財務課(以下「当局」という。)

から別に通知した事項のほか、この注意書の定めるところにより行う。 

 

１ 参加資格要件 

(1)予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年者、

被保佐人及び被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者について

は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。 

(2)予算決算及び会計令第 71条の規定に該当しない者であること。 

 (3)総務省及び他府省等における指名停止措置要領に基づく指名停止を受けている期間中

でないこと。ただし、他省庁等における処分期間については、総務省の処分期間を超

過した期日は含めない。 

(4)暴力団が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者でないこと。 

(5)代金の支払にあたり、掛売りでの請求書払い対応が可能であること。 

 

２ 必要書類 

見積書及び誓約書とする。 

 

３ 見積書の記載方法 

(1)見積書の様式は任意とするが、「品名（型番含む。）・単価・数量・金額」の項目は必

ず記載すること。 

(2)見積書に記載する金額は、消費税及び地方消費税（消費税の納税義務が免除される事

業者はこれに相当する金額）を加算した合計金額とし、あわせて、消費税及び地方消

費税額も併記すること。 

なお、当該金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額とす

る。 



 

４ 見積書の提出 

(1)  見積者は、オープンカウンタ方式による調達公告（以下「調達公告」という）に明

示した見積書提出期限までに当局に提出すること。また、仕様書記載の参考品番と異 

なる場合は同等品であることがわかるカタログ等を添付すること。 

なお、郵送により見積書を提出する場合は、その他必要な書類をあわせて添付し、

見積書提出期限必着とする。 

(2)見積者は、その提出した見積書の引き換え、変更又は取り消しをすることはできない。 

 

５ 見積書の無効 

次の各号に該当する見積書は無効とする。 

(1)見積に参加する資格のない者から提出されたもの 

(2)提出期限までに提出されないもの 

(3)記名がないもの 

(4)見積金額を訂正したもので、訂正印のないもの 

(5)誤字、脱字等により意思表示が不明瞭であるもの 

(6)明らかに談合によると認められるもの 

(7)その他見積に関する条件に違反したもの 

 

６ 落札者の決定 

落札者の決定は、見積書提出期限後、速やかに当局職員で次のとおり行うものとする。 

なお、結果の通知は、落札者に対してのみ適宜の方法で行い、併せて落札者及び落札

金額を当局ＨＰで公表する。 

(1)当局の定める予定価格の範囲内で、最低価格をもって有効な見積を行った者を落札者

とする。 

(2)落札者となるべき者が二者以上あるときは、直ちに契約担当事務に関係のない職員が

これらに代わってくじを引き、落札者を決定するものとする。 

(3)落札者が決定しない場合は、最低価格をもって有効な見積を行った者と直ちに協議す

る。 

 



７ 契約の締結 

契約書の作成又は請書の提出の有無は、落札者を決定した後に決定するものとし、落

札者はそれに応じるものとする。 

 

８ その他 

(1)「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」等に抵触する行為を行ってはな

らない。 

(2)暴力団排除に関する「誓約書」に虚偽があった場合又は誓約内容に反することとなっ

た場合は契約を解除することがある。 

(3)使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(4)見積者は、見積後においては、この注意書及び仕様書の不知又は不明を理由として異

議を申し立てることができない。 

 



仕様書

〈備品〉

No. 品    名 仕様番号又は型番等 数量 単位 備考 同等品可否

1 同軸分配器 N-0092 トーコネ 4 個 40～900MHz ×

2 同軸分配器 N-9182 トーコネ 2 個 900～1800MHz ×

3-1 PowerShotV10トライポッドグリップキット PSV10TRIPODKITBK キヤノン 1 個 ×

3-2 USB電源アダプター PD-E2 キヤノン 1 個 ×

3-3 microSDHC SDSQUAB-256G-JN3MA 1 個 256GB ○

〈消耗品〉

No. 品    名 仕様番号又は型番等 数量 単位 備考 同等品可否

1 フィールドポール （SFP-1）SFP381G 2 本 長さ1m、38mm径 ×

2 フィールドポール （SFP-2）SFP382G 1 本 長さ2m、38mm径 ×

3 ジャンプスターター MP-2 1 個 ○

4 スクラブクロス　ハーフカット SCH-R40G 40 個 ○

5 なめたネジはずし工具セット　５点 TNNS-5 1 セット ○

6 ガンツ 超広角照射バータイプワークライト GZ-623 3 個 ○

7 コンパクトシリーズ三脚 スマホホルダー付き500G-X 1 個 ○

8 図書館ブックフィルム 43505 1 個 ○

9 ACアダプター BC-123S 1 個 ×

10 パーツボックス 注文コード 27155546 5 個 ○

11 キャリングバッグ付　ペット用ワンタッチテントXWPT 1 個 ○

12 書類がすっきりわけられるクリップフォルダーヨハ-MC50D 20 冊 ○

13 首振りラチェットコンビネーションレンチ TGRW800F 3 セット ○

14 ウォーターポンププライヤー 8802-250 2 個 ○

15 ネジザウルス PZ-55 2 個 ○

16 六角レンチセット W-98 2 個 ○

17 プライヤー P-211Z-200 2 個 ○

18 SMA型コネクター付き 3D2V 同軸ケーブル SMAP-3ANP-3A SAP1.5NPA-3 3 本 ×

19 アシストシェード PAS-20 2 個 ○

20 電源タップ 4個口 T-ADR4BK 5 個 2P ACアダプタ用電源延長コード コンセント ○

21 サラテクト　無香料　200mL サラテクト　無香料　200mL 3 本 ○

22 モバイルモニター MB16AH 1 台 ×

製造者

SanDisk

トラスコ中山（株）

製造者

グラス・ファイバー工研

グラス・ファイバー工研

大自工業

アイリスオーヤマ

アース製薬株式会社

ASUS

クニペックス

エンジニア

ホーザン（株）

ホーザン（株）

トーコネ

ジェントス株式会社

(株)ケンコー・トキナー

デビカ

エレコム

アイコム

モノタロウ

メテックス

コクヨ

トラスコ中山（株）

Meltec

※同等品の場合は、事前にカタログ等を掲示し了解を得ること。



誓 約 書 

 

  当社は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約し

ます。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

 また、貴省の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの。（生年月日を

含む。）ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一

覧表とする。）等を提出すること、及び当該名簿に含まれる個人情報を警察に提供すること

について同意します。  

                                    記 

１ 契約の相手方として不適当な者 

 (1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 (3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（1） 暴力的な要求行為を行う者 

（2） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（3） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（4） 偽計又は威力を用いて財務課長等の業務を妨害する行為を行う者 

（5） その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

東海総合通信局長 殿 

令和   年   月   日 

法人番号（              ） 

住  所 

社  名 

代表者名                 


